
●●特定目的会社
定            款
　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

定      款
第１章  総則
第１条（商号）
当会社は、●●特定目的会社と称し、英文名では、●●　TMKと表示する。

第２条（目的）
当会社は、次の業務を営むことを目的とする。
（1） 資産の流動化に関する法律に基づく資産流動化計画に従った特定資産の譲受けならびにその管理および処分に係る業務。

（２）  その他前記特定資産の流動化に係る業務に付帯する業務。
第３条（本店の所在地）
当会社は、本店を●●に置く。
第４条（機関）

　　当会社は、社員総会、取締役及び監査役を置く。

第５条（特定資本金の額）
当会社の特定資本金の額は、金●万円とする。
第２章  特定出資および発起人
第６条（特定出資の総口数および出資１口の金額）
当会社の発行する特定出資の総口数は、●口とし、出資１口の金額は、金●万円とする。
第７条（発起人の名称および住所ならびに設立時発行出資の口数等）
発起人の名称および住所ならびに発起人が割当てを受ける設立時特定出資の口数およびこれと引換えに払　

い込む金銭の額は、次のとおりである。

発起人の名称  ●●
発起人の住所　大阪市●●
割当てを受ける設立時特定出資の口数 　　●口　
払い込む金銭の額　●万円
第３章  社員総会
第８条（社員総会）
当会社の定時社員総会は、毎事業年度終了後３か月以内に招集し、臨時社員総会は、必要に応じて招集す
るものとする。
第９条（招集）
社員総会は、取締役が招集するものとする。
２．資産の流動化に関する法律第55条第1項の定めによる社員総会を招集するには、会日より３日前に、各特　　　

　　定社員に対して、その通知を発することを要する。但し、同法第54条第1項第3号又は第4号に掲げる事項を定めた場合は会日の2週間前までに通知を発する。
３．前項の社員総会は、特定社員の全員の同意があるときは、前項にかかわらず、招集の手続を経ることな
く開催できるものとする。但し、前項但書の場合はこの限りではない。
第10条（議長）
社員総会の議長は、取締役がこれにあたる。
第11条（決議の方法）
社員総会の決議は、法令またはこの定款に別段の定めがある場合を除き、出席した社員の議決権の過半数
をもって決する。
２． 資産の流動化に関する法律第60条第3項の定めによる決議は、この定款に別段の定めがある場合を
除き、議決権を行使することができる社員の議決権の過半数を有する社員が出席し、その議決権の３分の
２以上をもって行う。

第12条（議決権）
社員は、資産の流動化に関する法律に定める無議決権事項については特定出資１口につき１個の議決権を、有議決権事項については特定出資又は優先出資１口につき１個の議決権を有する。
第13条（優先出資社員のみなし賛成）

　　 当会社は、優先出資社員が社員総会に出席せず、かつ、議決権を行使しないときは、当該優先出資社員

はその社員総会に提出された有議決権事項に係る議案（複数の議案が提出された場合において、これらのうちに相反する趣旨の議案があるときは、当該議案のいずれをも除く。）について賛成するものとみなすことができる。

第14条（議事録）
　　社員総会の議事については、法令に定める事項を記載した議事録を作成し、議長がこれに記名押印して当会社の本店に10年間備え置くものとする。
第４章  役員
第15条（員数）
当会社には、取締役１名、及び監査役１名を置く。
第16条（資格）
当会社の取締役および監査役は、当会社の社員の中から社員総会の決議によって選任する。但し、必
要があるときは、社員以外の中から選任することを妨げない。
第17条（報酬等）
取締役および監査役の報酬、賞与その他職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益（以下、「報酬等」という。）は、社員総会の決議をもって定める。
第５章  計算
第18条（事業年度）
当会社の事業年度は、毎年●月１日から翌年●月末日までとする。

第19条（利益の配当）
当会社の利益の配当は、毎事業年度末日現在の最終の優先出資社員名簿に記載された優先出資社員また

は登録優先出資質権者に対して支払うことができる。

第６章  附則
第20条（最初の役員）
当会社の最初の役員は、次のとおりとする。

取締役　住所　●●
氏名  ●●
監査役　住所　●●
　　 氏名　●●
第21条（最初の事業年度）
当会社の最初の事業年度は、当会社成立の日から●年●月●日までとする。

第22条（解散の事由）

当会社は、資産の流動化に関する法律第160条第１項各号に定めた事由が発生したときのほか、資産流動化計画に従った特定資産の管理及び処分が終了し、かつ、社員総会の承認を受けた場合に解散するものとする。
第23条（公告方法）

当会社の公告は、官報に掲載する方法により行う。

第24条（規定外事項）
この定款に規定のない事項は、すべて資産の流動化に関する法律その他の法令によるものとする。

以上、●●特定目的会社を設立するため、この定款を作成し、発起人がこれに記名押印する。
●年●月●日

発起人　　　　　　　　　  ●●


   ●●　
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